











































































































































































































































進する（Ensure. inclusive. and. equitable.
quality. education. and. promote. lifelong.
learning.opportunity.for.all）」ことが目
指される。
さて、これを今回の調査結果と照らし合
わせてみるとどういうことになるだろうか。
まず、あと 13 年で、エチオピアでみられる
ような政治的なねじれが解消、あるいは交
渉によって教育分野は協調するなどして、
オロミア人もアムハラ人も同様の質の高い
教育を受け、重要な試験の合格率が同程度
になるように仕組まれなければならない。
むろん、険しい道のりであることは明白で
ある。現状では工程表がないといってよい。
それどころかどこに進めば、達成の方向に
進めるのか、という方向性も定かではない
状況である。
しかし、こうした世界レベルでの教育の
質向上といった命題は、学校現場に直結し
ており、政策担当者、研究者、実践者らの
情熱だけでは達成できない。各ポジション
に応じたミッションが明確化され、相互の
調和を保ちながら工程表を進めていくよう
な姿勢が求められる。また、その一方で、
教育を取り巻く政治、社会環境も刻一刻と
変化しており、そうしたことにも対応しつ
つ、学習成果も向上させていくためには、
各国でより精緻な議論をしていく必要があ
るだろう。しかし現場では、未だチョーク・
アンド・トークといった教授法が変わって
いなかったり、給料や学校予算の遅配がま
かり通っていたりする。今後はこうした現
状を踏まえたうえで、アクションリサーチ
を行うなど、教育 2030 という、新しい局面
に応じた研究の試みが生み出されていく必
要がある。
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